
 

令和５年５月１７日 

 

 

第５７４回 海務協議会議題 

 

 

１．海底調査船への船用品等の積込手続きについて 

   説明：小坂 上席監視官 

 

 

２．「よこはま新港合同庁舎」竣工に伴う部門の移転について 

   説明：小坂 上席監視官 

 

 

３．税関の名をかたった不審な電話・メールや振り込め詐欺について 

   説明：小坂 上席監視官 

 

 

４．その他・質疑応答 

 

 

<横浜税関 出席者>  

・監視部総括許可部門      澤口 統括監視官 

・  〃               小坂 上席監視官 



海底調査船への船用品等の積込手続きについて議題１

調査場所 外貨船用品
の積込手続き

内貨船用品
の積込手続き

外貨の調査用機材
の積込手続き

内貨の調査用機材
の積込手続き

外国領域 外貨船用品積込み 内貨船用品積込み 積戻し申告 輸出申告

公海 外貨船用品積込み 内貨船用品積込み 積戻し申告 （要相談）

本邦領海内 積込み不可 （要相談） 積込み不可 （要相談）

〇税関からのお願い
 船舶運航スケジュールについては正確に把握願います！調査海域の違いにより積込手続きが異なる
ので事前に相談願います。



洋上風力の案件形成促進

⑲岩手県久慈市沖

⑳福井県あわら市沖

⑩青森県沖日本海（北側）

⑮北海道岩宇・南後志地区沖

⑭北海道檜山沖

⑤秋田県八峰町・能代市沖

⑦秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖

⑨青森県沖日本海（南側）

⑥長崎県西海市江島沖

⑪山形県遊佐町沖

⑧新潟県村上市・胎内市沖

①長崎県五島市沖

④千葉県銚子市沖

③秋田県由利本荘市沖（北側・南側）

②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖

㉓富山県東部沖

⑮青森県陸奥湾

⑯北海道島牧沖

⑱北海道石狩市沖

⑰北海道松前沖

⑫千葉県いすみ市沖

㉑福岡県響灘沖

㉒佐賀県唐津市沖 ⑬千葉県九十九里沖

 2021年度に長崎県五島沖、秋田県2区域、千葉県銚子沖において発電事業者を選定済。（発電設備容量合計約170万kW）
 2022年９月30日に新たに３区域（長崎県西海江島沖、新潟県村上・胎内沖、秋田県男鹿・潟上・秋田沖）を促進区域に指定。
今後、公募を延期している秋田県八峰・能代沖と合わせ、計4区域にて年内に公募開始予定。（系統容量合計約180万kW）

7

事業者選定済
約170万kW

秋田八峰・能代
沖と合わせ、年内
に公募開始予定。
約180万kW

【凡例】
●促進区域
●有望な区域
●一定の準備段階に進んでいる区域

区域名 万kW

促進
区域

①長崎県五島市沖（浮体） 1.7

②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖 47.88

③秋田県由利本荘市沖 81.9

④千葉県銚子市沖 39.06

⑤秋田県八峰町・能代市沖 36

⑥長崎県西海市江島沖 42

⑦秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖 34

⑧新潟県村上市・胎内市沖 35,70

有望
区域

⑨青森県沖日本海（北側） 30

⑩青森県沖日本海（南側） 60

⑪山形県遊佐町沖 45

⑫千葉県いすみ市沖 41

⑬千葉県九十九里沖 40

一定の
準備段
階に進
んでい
る区域

⑭北海道檜山沖 ⑳岩手県久慈市沖（浮体）

⑮北海道岩宇・
南後志地区沖 ㉑福井県あわら市沖

⑯北海道島牧沖 ㉒福岡県響灘沖

⑰北海道松前沖 ㉓佐賀県唐津市沖

⑱北海道石狩市沖 ㉔富山県東部沖（着床・浮体）

⑲青森県陸奥湾

【凡例】
※下線は2022年度に新たに追加した区域
※容量の記載について、事業者選定後の案件は選定
事業者の計画に基づく発電設備出力量、それ以外は
系統確保容量

〈促進区域、有望な区域等の指定・整理状況（2022年9月30日）〉

   議題1　参考資料 　内閣府HPより抜粋



令和５年１月２３日 

 

 

関 係 各 位 

横 浜 税 関 

 

 

「よこはま新港合同庁舎」竣工に伴う部門の移転につきまして 

 

 

 日頃より、税関行政に対する御理解・御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 現在、旧横浜第一港湾合同庁舎及び旧横浜税関新港分関の跡地で建設中の「よこはま新

港合同庁舎」は、本年３月３１日に竣工する予定となっており、同年４月以降、順次、各

行政機関の地方官署が移転する予定です。 

横浜税関においても、下記の部門等が移転する予定となっておりますので、事前にお知

らせいたします。移転時期等の詳細につきましては、移転契約締結後、詳細スケジュール

が決まり次第ご案内いたします。 

 引き続き、御理解・御協力をいただけますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

記 

 
現 庁 舎 移 転 予 定 部 門 移転予定時期 

本関庁舎 業務部 認定事業者管理官（第１～第３） 令和５年９月頃 

監視部分庁舎 監視部 保税総括部門 

監視部 保税取締部門 

令和５年９月頃 

 

山下分庁舎 業務部 収納課 

業務部 税関相談官室 

業務部 通関総括第１部門 

業務部 通関総括第２部門 

業務部 通関総括第３部門 

業務部 輸出総括部門 

業務部 通関情報部門 

業務部 通関第１部門 

業務部 通関第２部門 

業務部 特別通関第１部門、特別通関第２部門 

業務部 特別審査官 

業務部 首席関税鑑査官、関税鑑査官 

業務部 原産地調査官（第１、第２） 

業務部 知的財産調査官 

令和５年１０月頃 

 

瑞穂分庁舎 業務部 分析部門 令和５年１２月頃 

鶴見分庁舎 監視部 監視取締センター室 

監視部 保税検査第１部門、保税検査第２部門 

監視部 歩留調査部門 

監視部 ＣＳＩ部門 

令和５年９月頃 

 

 

令和５年５月 

 



 議題3 税関HPより抜粋




